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　本論文は拙稿（浜口〔1g90〕）の続編である。すでにこの前稿で，国内需
要圧力（Domestic　Demand　Pressure，以下DDP）仮説の理論的な背景
については説明してあるので，本論文では，もっぱら実証結果のサーベイ
を行ないたい。筆老がまだ目を通していない文献も少なからずあり，包括
的サーベイとはいいがたいが，一応DDP仮説に関するサーベイは本論文
で終え，暫定的ではあるが，過去の諸業績に対する私見を最後に述べた
い。なお，付表はDDP仮説の検証結果を一覧表にまとめたものである。
読者の便宜になれば幸いである。
　前山と同様，輸出モデルと輸入モデルに分けてサーベイを行なう。
第1節　輸出モデルにおけるDDP仮説の検証
　Meyer　zu　Schlochtern－Yajima〔1970〕は，前出で紹介したAdams　6’
αZ〔1969〕のOECD貿易モデルを改訂した。輸出関数の計測期間は1955
年前半から69年の後半までで，二半期データを使っている。DDP変数は
WBCで，輸出競争諸国のBC（工業生産の対数トレンド値に対する比率
×100）の加重平均。従属変数は総輸出で，WBCの係数に関する計測結
果は次のとおりである。フランスは符号が正で有意，西ドイツは符号が負
で非有意，イギリスは符号が正で非有意，日本は符号が正で非有意，アメ
リカは符号が負で非有意，非OECD諸国は符号が負で非有意，イタリー
についてはWBCが計測式に含まれていない。　WBCは輸出相手国のDDP
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変数であるから，DDP仮説からすれば符号は正でなけれぽならない。残
念ながら，符号が正で有意なのはフラソスー国だけであるから，DDP仮
説は全般的には否定されたと見るべきであろう。
　Adams－Junz〔1971〕は，上記のOECD貿易モデルを使って様々なシュ
ミレーショソを行っているが，論文の末尾にOECD貿易モデルの輸出入
関数を参考資料として載せている（表1，H）。ところが，この表1，皿に載
っている輸出入関数は上記のMeyer　zu　Schlochtern－Yajimaの計測結果
とは全く異っている。なぜ異なっているのか理由はわからないが，ともか
くAdams－Junz論文掲載の輸出入関数のうちここでは，輸出関数につい
て見てみよう。DDP変数はPD．＝貿易相手国のPD（＝工業生産のセミ・
戸グトレソド値との比率×100）の加重平均。PD。の係数に関する計測結
果は次の通り。フランスは符号が正で有意，西ドイツは符号は正で非有意，
イギリスは符号が正で有意，アメリカは符号が正で有意，カナダは符号が
負で非有意，日本は符号が正で非有意。その他のOECD諸国は符号が負
で非有意。イタリーについてはDDP変数が含まれていない。　PD．に貿易
相手国のDDPであるから，　DDP仮説からすれぽ，符号が正になること
が期待される。結局，イタリーを除く7力国のうち，3力国だけDDP仮
説を支持したことになる。
　天野他〔1g73〕は日本経済の国際収支モデルを構築しているが，貿易収
支の輸出ブロックにのみDDP変数（ZCRj／Z）が登場する。ここでZは，
輸出国（日本）の鉱工業生産指数のトレンドからのかい離である。また，
　　　　ZCRド当齊、・・（j．、，，，…，，）
　　　　　　　　　　k＝1Σx噌
　　　　　　　　　k＝1
で，又甲は1地域において日本の輸出と競合関係にあるk国の対j地域輸
出（1965年の金額），Zαゆはk国の鉱工業生産指数のトレンドからのかい
離。輸出関数は地域別に推定されているが，対象地域は1．米国とカナ
20
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　国内需要圧力と輪出入関数：展望（H）
ダ，2．EC＋EFTA，3．東南アジア，　4．オーストラリア・ニュージ
ーランド・南アフリカ，　5．その他自由主義地域，の5つである。1．と
2．についてはDDP変数の符号が正で期待どおりであるが，有意ではない。
その他についてはDDP変数は含まれていない。推定期間は1961年1～
1970Wで，四半期データが用いられている。
　Samuelson〔1973〕は，　OECD諸国の貿易収支モデルを構築している。
（このモデルはAdamsθ彦αZ〔1969〕及びMeyer　zu　Schlochtern－Yajima
〔1g70〕の改訂版である。）Samuelsonモデルでは19のOECD加盟国と非
OECD国が計測の対象になっている。計測期間は1960～72年で二半期デ
ータが用いられている。輸出関数には「相対」DDP変数
　　　　響’一響一ΣW・饗k
が含まれている。ここでBC＝Y／CYで，　Y＝GNP，　CY＝「潜在的」産出
量。Wkは第k競争国のマーケット・シェア。　iは輸出国，　kは競争国を
あらわすそえ字である。DDP変数はアメリカ，フランス，西ドイツ，イ
タリー，ベルギー＝ルクセソブルグ，アイルランド，フィンランド，スウ
ェーデン，スイス，スペイン，非OECD諸国の輸出関数に含まれている
が，係数の符号は期待どおりマイナスであったが，有意なのはアメリカと
西ドイツの場合だけである。
　Basevi〔1973〕は，プロジェクトLINKで使われた10力国の輸出需要
関数と輸出価格関数を整理している。まず前者であるが，DDP変数とし
てはRHO（稼動率）が西ドイツの総輸出需要関数に入っており，係数は
有意ではあるが，符号が期待に反して正である。オランダの場合，△UR
（失業率の一階の差分）が，フィンランドの場合にはUR（失業率）が，
それぞれDDP変数として使われている。両者の場合ともDDP変数の係
数は期待通り正であるが，有意ではない。以上3四国とも被説明変数は実
質総輸出である。その他7力国の輸出需要関数にはDDP変数は含まれて
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いない。
　次に輸出価格関数を見てみよう。アメリカの場合，被説明変数は（PX－
PX－4）／PX．4で，　PXは輸出価格指数である。　DDP変数としては（RHO
　　　　　　　　　　　　る一RHO－4）／RHO－4及び，Σ（RHO－i／4）が使われている。両変数とも係
　　　　　　　　　　　　i』1
数の符号は期待どおり正であるが，t値が明示されていないので，有意か
どうかはわからない。
　西ドィッの場合，被説明変数は財の総輸出価格指数である。DDP変数
はRHO－1で係数の符号は正で有意であり，　DDP仮説と合致する。
　イタリーの場合，被説明変数はイタリーの財の総輸出価格指数／世界の
総輸出価格指数である。DDP変数はRHOであり，係数の符号は期待に
反して負であるが，有意ではない。
　カナダの場合，DDP変数はRHOであるが，被説明変数は，①林産物
の対米輸出価格指数，②林産物の雨滴輸出価格指数，③林産物の対その他
地域輸出価格指数，④鉱物・金属の対米輸出価格指数，⑤鉱物・金属の対
英輸出価格指数，⑥鉱物・金属の対その他地域輸出価格指数，⑦化学製品
め対話輸出価格指数，⑧化学製品の対その他地域輸出価格指数，の8とお
りある。RHOの係数の符号はすべて正であるが，⑦と⑧の場合有意でな
い。
　オランダの場合，被説明変数は財の総輸出価格指数の変化率である。
DDP変数としては，失業率の一階の差分がとられている。その係数の符
号は負で有意であり，DDP仮説と合致する。ただし，　Basevi論文では計
測期間と二種（おそらく四半期と思われるが）が明示されていないので，
有意性の判断はt値が2．oを超えていれぽ有意とみなした。
　Spenser〔1g84〕はIMFの世界貿易モデルの改訂版を構築した。各国の
製造業輸出関数に輸出国の稼動率／競争国の稼動率の加重平均がDDP変
数として含まれているが，係数が有意となったのはアメリカだけであるが，
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符号は正でDDP仮説とあい入れない。使用データは二半期で，計測期間
は1963前期～1979年後期。
　Frantzen〔1987〕はベルギーの輸出価格決定モデルを計測している。デ
ータは1964～78年の年率である。対象となる産業は①繊維，②鉄鋼，③非
鉄金属，④皮革，⑤化学，⑥紙⑦非金属鉱物，⑧自動車，⑨工作機械の
9つである。被説明変数は輸出価格の一階の差分，DDP変数は
　　　　禽・△（XX）同
で，Xは現実の実質産出量，衰はxのトレンド値であり，△は一階の差分
をあらわす。DDP変数に関する計測結果はかんばしくない。　DDP変数の
係数が有意となるのは鉄鋼の当期（i＝o）と2期前（i＝2）及び，紙の2
期前だけである。ただし，これらの係数の符号はすべて正でDDP仮説を
支持している。
　Arize〔1g87〕はアフリカの8甲唄について，輸出関数を需要関数と供給
関数の連立方程式体系で推定している。輸出需要関数では被説明変数はす
べて輸出需要量であるが，DDP変数は世界の所得のトレンドからのかい
離を使い，トレンドは実質所得の対数を線型タイム・トレンドに回帰させ
ることによって得られる。輸出供給関数では，被説明変数は輸出供給量で
あり，DDP変数は輸出国の実質生産量のトレンドからのかい離である。
計測期間は1960～82年で年率データが用いられている。
　まず輸出需要関数について計測結果を見ると，　（世界，あるいは輸入国
の）DDP変数の係数が期待どおり正になるのはチュニジア，ケニア，マ
ラウイの3力帯だけであるが，このうち有意なのはケニアだけである。象
牙海岸とモロッコでは係数の符号が負で有意となっている。
　次に，輸出供給関数の場合を見ると，DDP変数の係数が期待どおり負
で有意なのはアッパー・ボルタのみである。あとはすべて符号が正であり，
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特に象牙海岸，ザンビア，モーリタニアでは有意になっている。
第2節　輸入モデルにおけるDDP仮説の検証
　Leeuw－Gramlich〔1968〕をま，　MITとFederal　Reserve　System　Board
of　Governorsのエコノミストが作製したアメリカ経済のマクロモデルを
紹介している。このモデルに輸入関数が含まれているが，被説明変数は総
輸入額／名目GNPで，　DDP変数は1／（1．05－Uので，　U逼は素材産業
の稼動率である。このDDP変数の係数はiEでDDP仮説を支持している
が，t値も標準誤差も示されていないので，有意かどうかはわからない。
計測期間は19481～65】Vで四半期データが使われている。
　第1節でも紹介したMeyer　zu　Schlochtern－Yajima〔1970〕は輸入関数
も計測している。DDP変数としては輸出関数と同じく，　BC（工業生産の
対数トレンド値に対する比率×100）とBC＋（BC＞100ならBC＋＝BC，
BC≦100ならBC＋＝100）である。フランス，日本，カナダでBC＋の係数
の符号が正で有意である。BCの係数は西ドイツで負で有意，イ．タリーで
正で有意，イギリスで負で非有意となっている。アメリカの輸入関数には
DDP変数が含まれていない。
　同じく，前出のAdams－Junz〔1971〕も輸入関数の計測結果が示されて
いる。ここではDDP変数は①PD＝工業生産のセミ・ログトレンド値と
の比率x100，②PD＋（PD＞100のときPD＋＝PD，　PD≦100ならPD＋＝
100），③PD．＝貿易相手国のPDの加重平均，④PDN＝アメリカへ輸出し
ている国のPDの加重平均。
　DDP変数の係数に関する計測結果は次の通りである。フランスはPD＋
が正で有意，西ドイツはPDは負で有意，　PD．は負で非有意，イタリー
はPDが正で有意，イギリスはPDが負で非有意，アメリカはPDN．1が
負で有意，カナダはPD＋が正で有意，日本はPD＋が正で有意。
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　Norton－Henderson〔1973〕はRBA　1と呼ばれるオーストラリア経済の
マクロ・モデルを構築したが，モデルに含まれている輸入関数に失業率が
登場し，その係数は符号が負で，有意であった。なおRBAとはReserve
Bank　of　Australiaの略である。計測期間は1958皿～69　Wで四半期デー
タが用いられている。
　第1節にも出てきたSamuelson〔1973〕は輸入関数も計測している。
DDP変数はBC＝GNP／潜在GNPである。このDDP変数はアメリカ，
日本，オランダ，ノルウェー，その他OECD加盟国，非OECD加盟国
の式には含まれていない。カナダ，オーストラリア，フランス，西ドイツ，
アイルランド，オーストリア，フィンランド，スイス，スペイン，では
BCの係数は符号が正で有意，イタリー，イギリス，ベルギー＝ルクセソ
ブルグ，デンマーク，スウェーデンでは符号は正だが有意ではない。
　やはり前出のBasevi〔1973〕は輸入需要関数も計測しているが，　DDP
変数の係数に関する計測結果は次の通りである。西ドイツはSITC　O＋1
について，RHO－1（稼動率）が正で非有意。イギリスはその他製造業に
ついて，PROD／PRODTが正で有意（ただしPROD＝工業生産指数，
PRODT＝PRODのトレンド値）。イタリーは，　SITC　2＋4と5～9につ
いてRHOが正で有意。カナダはSITC　2＋4（対米輸入）と同（対その
他諸国輸入），SITC　5～9（対米輸入，自動車及びそのパーツを除く），及
び，自動車とそのパーツ（対米輸入）それぞれについて，RHOが正で有
意である。オランダはSITC　3について，　RHO－1が正で非有意，　SITC
5～9については△UR（失業率の一階の差分）が負で有意。フィンラン
ドは最終消費財についてRHOが正で有意。
　Bartenθ’σ1〔1976〕はEEC加盟諸国の中期マクロ・モデルを構築して
いる。このモデルに含まれる輸入関数に，DDP変数（a．△1n（1－DUCt／
100）とb．△1n（1－DUCt－1／100））が含まれている。ここで，　DUC＜100
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は稼動率である。DDP変数の係数に関する計測結果は次の通りである。
まずDDP変数aについては，それが含まれていないルクセソブルグとベ
ルギー＝ルクセソブルグを除いてすべて符号が負で有意。DDP変数bに
ついては，フランスで正，オランダで負，イギリスで負，アイルランドで
正であるがいずれも有意ではない。その他のEEC加盟国（西ドイツ，イ
タリー，オランダ，ベルギー，ルクセソブルグ，デンマーク）にはDDP
変数bは含まれていない。なお，計測期間は1954～72年で年率データが用
いられている。
　Hughes－Thirlwa11〔1g7g〕は，イギリスの輸入がイギリス国内の労働市
場の逼迫によって促進されるという仮説を提示している。彼らはまず，労
働需要の分散（dispersion）が大きいほど輸入増加も大きくなるという仮
説を，集計された輸入について検証している。そのための計測式は，①輸
入関数が0次同次の場合，②輸入関数の従属変数は実質輸入だが，0次同
次関数ではない場合，③輸入関数が0次同次でなく，しかも従属変数が名
目輸入である場合の3種類である。dispersionの尺度としてはRMSD
（Root　Mean　Square　Diviation）を採用している。①式ではRMSDの係
数が負で有意であるが，②，③式では符号は負でも有意ではない。ところ
が，D2（RMSD）の係数は3式とも正で有意である。ただし，　D2は1963
～66年が0で1967～70年が1となるダミー変数である。従って67年以降に
ついてはdispersion仮説は支持されたとみることができる。
　Hughes－Thirlwa11はもう1つの仮説検定として，輸入金額とu／v（欠
員／失業率比率：vacancy－unemployment　ratio）の間に正の相関がある
という仮説を取りあげている。SIC（Standard　Industrial　Classification）
のMLH（Minimum　List　Headings）のデータを使って計測した結果，
全113産業中54産業で上記仮説が支持された。彼らの実証分析の欠点は，
データが1963～70年の年率で，自由度が極端に少ないことであろう。
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　第1節でも紹介したSpencer〔1984〕は，輸入関数も計測している。計
測期間は1964前期～1979後期で，二半期データが用いられている。被説明
変数は製造業輸入量で，DDP変数としてはAVG／QMTが用いられてい
る。分子は製造業における産出量と製造業に対する実質最終需要の加重平
均であり，分母は製造業における潜在産出量指数である。カナダを除くす
べての計測対象国（オーストリア，ベルギー＝ルクセソブルグ，デンマー
ク，ブラソス，西ドイツ，イタリー，日本，オランダ，ノルウェー，スウ
ェーデン，スイス，イギリス，アメリカ）についてDDP変数は正で有意
な符号を持った。
　Cuthbertson〔1985〕はイギリスの製造業品輸入関数を計測している。
計測期間は19671～19831Vで四半期データが使われている。　DDP変数は，
△2CAP－2で，△2は2階の差分をあらわし，　CAP＝EXP〔（35－UT）／25〕
であり，UT＝フル・キャパシティー以下で稼動している企業の割合であ
り，これはCBI（英国産業連盟）のアンケート調査にもとずいて計算され
ている。△2CAP－2の係数は正で有意である。
　Arize－Afifi〔1987〕は，従来，輸出入関数の計測対象になることがほと
んどなかったアフリカ諸国を中心に30力国の輸入関数を計測している。計
測期間は1960～82年で年率データが使用されている。DDP変数としては，
現実の実質所得のトレンド値に対する比率を用いている。このDDP変数
の係数が期待通り正で有意なのは，アルジェリア，ベニン，コンゴ，ガボ
ン，ガンビア，象牙海岸，イスラエル，リベリア，モロッコ，ニジェール，
シエラレオネ，ソマリア，タンザニア，トーゴー，チュニジアの15力国で
ある。係数が正だが有意でないのは，中央アフリカ共和国，マラウイ，マ
リ，セネガル，ウガンダ，ザンビアの6力国。係数が負で有意でないのは，
カメルーン，チャド，エジプト，エチオピア，パキスタン，ルワンダ，ア
ッパー・ボルタ，ザイールの8力国，係数が負で有意なのはクエートだけ
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である。
　Arize〔1987〕は第1節でも紹介したが，輸入関数についても需要関数と
供給関数の連立方程式体系として計測している。需要関数は4種類が考え
られているが，被説明変数はすべて輸入需要である。そのうち2つには，
DDP変数として輸入国の実質所得のトレンドからのかい離が含まれてい
る。一方，供給関数は被説明変数として，輸入供給をとるものと，輸入価
格をとるものの2種類が考えられている。DDP変数は世界の実質所得の
トレンドからのかい離であるが，これは後者にしか含まれていない。
　輸入供給関数について計測結果をみると次の通りである。DDP変数の
係数が負で有意なのは象牙海岸，ケニア，モーリタニア，係数が負で非有
意なのはアッパー・ボルタとザンビア。その他諸国（チュニジア，モロッ
コ，マラウイ）にはDDP変数が含まれていない。従ってDDP変数の係
数が正になるケースは全くない。
　次に輸入需要関数の計測結果をみよう。DDP変数の係数が正で有意な
のは，象牙海岸，モロッコ，ケニア，モーリタニア，係数が正で有意でな
いのはザンビア，係数が負で非有意なのはアッパー・ボルタ，DDP変数
が含まれていないのはチュニジアとマラウイである。なお計測期間は1960
～82年で年率データが用いられている。
　Dunlevy－Deyak〔198g〕1まカナダの商品輸入関数を計測している。計測
期間は1957～82年で，四半期データが使用されている。DDP変数は，
工n（Y／Y＊）および△ln（Y／Y＊）である。ここでYは現実の実質GNP，
Y＊は潜在GNPで，　ln　Y＝a＋βtを計測し（tはタイム・トレンド），こ
の式から予測される実質GNPである。△は一階の差分をあらわす。
　計測は，①OLS（通常の最小2乗法），②CORC（Cochrane－Orcutt　Ite－
rative　Technique），③コイーク・ラグを含むモデルの3種類が行なわれ
た。
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　計測結果をみると，まず，1n（Y／Yつについては，①，②，③とも係数
が正で有意であった。これに対し，△ln（Y／Y＊）の場合は，①では係数
が負で有意，②では負で非有意，③では正で非有意となっている。
第3節　結　論
　まず計測結果についてまとめておきたい。付表で最右の列に示した「有
意性」は，○ならDDP変数の係数の符号がDDP仮説から期待されたも
のであり，かつ統計的に有意（原則として5％水準を使った）であること
を示し，×ならそれ以外のケースを示す。おおざっぱにいって，輸出（輸
入）モデルの場合，×のケースが○のケースの約2倍（3倍）であった。
従ってDDP仮説は否定されることが圧倒的に多いといってもよいように
思われる。
　次に指摘できるのはDDP仮説を検証している研究は，それが主目的で
ない研究も含めると，筆者が目を通したものだけに限ってみても約70点ほ
どあったが，DDP仮説を理論的に裏付けるような研究は非常に少ない
ということである。浜口〔1990〕の第1節で紹介したものを別にすると，
Siebrand〔1972，1979〕，　Batchelor〔1977〕，　Muellbauer－Winter〔1980〕ぐ
らいが注目される程度である。
　従って，従来の研究からすると，DDP仮説に対しては否定的な見方を
せざるを得ないが，今後さらに理論・実証両面から研究を進める余地はあ
るし，意義もあると思われる。
　そこで，今後の研究課題を∫暫定的に列挙してみよう。
　（i）DDP仮説は，比較静学ではなく動学，それも不均衡動学の一部と
してとらえるべきではないかと思われる。つまり，短期的には価格が市場
をクリアできず，何らかの配給（rationing）メカニズムが働くと考える
ことである。不均衡モデルの研究は近年急速に進んでいるのでそのような
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成果を応用することを考えるべきであろう（この点に関しては佐々波他
〔1988〕第7章を参照せよ）。
　㈹　DDPをどのように測るべきかをもっと掘り下げて研究すべきであ
ろう。この点ではいわゆる稼動率（Capacity　Utilization　or　Capital
Utilization）に関する研究が過去に数多く蓄積されている（単行本として
少なくともBautista　6∫σZ〔1981〕，　Betancourt－Clague〔1981〕，　Marris
〔1964〕がある）ので，これらをDDP仮説の1つの基礎どすべきであろ
う。
　㈹　その他DDP仮説の理論として活用すべきなのは，景気変動論と在
庫変動の理論であろう。両者とも非常に長い研究の歴史があるわけだが，
特に前者に関しては最近新しい理論展開がみられる（例えばBarro〔1989〕
を参照）。
　最後に指摘しておきたいのは，従来の研究では日本についての実証分析
が比較的少ないのではないかと思われる。しかし，日本のいわゆる「輸出
ドライブ」は従来から諸外国，特にアメリカから批難がなされてきている。
この輸出ドライブはまさにDDP仮説そのものであるから，その意味でも
日本の輸出に関してDDP仮説の検証が待たれるのではないだろうか。
付記　本研究は早稲田大学特定課題研究費（個人研究）の援助を受けて行われた。
　　記して感謝したい。
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付表　DDP仮説の検証結果（輸出）
研　究　者 計測期間 期種 対　象　国 対　象　財 貿易相手国 D　D　P　変　数　　　　有意性
Brechling－Wolfε
@［1965］
1952～55
P958～60
P962～64
A イギリス 全財 世界 一 Q
Ba116飽！［1966］1954～64 Q イギリス 製造業 世界 ］二業生産のトレンドからのかい離 ?
Minz［1967］ ④1880～1913
D1921～61
@　丁
?????アメリカ
@〃
@〃
@〃
@〃
1．全財
Q．原材料
R．食品
S．半製品
T．完成品
世界
????
景気指数 ＠10
翌Q0B30B40
B5×
D×
Renton［1967］19561～66m
@〃
??イギリス
@〃．
製造業
@〃
工業国20力国
@　〃
①工業生産のトレンドからのかい離
A①と貿易相手国の①との比率
??
Smyth［19681955～65
@〃
??イギリス
@〃
製造業
@〃
世界
V
失業率の変化率
ｸ業率
??
Adamsθ’α」［1969］1 55～65
@ノ’
@〃
@〃
@〃
@〃
@〃
@〃
@ノ’
@〃
@〃
???????????フランス
ｼドイツ
Cタリー
Cギリス
Aメリカ
Jナダ
坙{
xルギー
Iランダ
ｻの他OECD
?nECD
全財
??????????
世界
??????????輸出国のPD／競争国のPDの加重ｽ均
oD＝工業生産のトレンドからのか
｢離
?????????
Henry〔1970］1953～65
@〃
@〃
???ベルギー
Aメリカ
Cギリス
?????
世界
??
各産業の生産とそのトレンドとの比ｦ ｛enryk1970］
o．63
Q照
?????????》?????（?）
Oo@ Artus［1970］ 19641～67111Q イギリス 化学 「世界 英の稼動率 ○19601～66111Q 〃 自動車 〃 競争国の稼動率 ○
Cooperθ’α1［1970］1958－65 A イギリス 家庭用陶器 世界 国内販売の対前年変化率 ×
（企業レベル） 〃 ? ? ? ? ．国内販売のトレンドからのかい離 ×
19581～651VQ 〃 事務用機器A社 アメリカ 国内販売のトレンドからのかい離 X
?
〃 〃
?
〃 失業率 ×
19591～631V〃 〃 事務用機器B祉 西欧 〃 ×
（産業レベル） 1958～65 〃 〃 家庭用陶器 アメリカ イギリスの失業率 ×
?
〃 〃 〃 〃 陶器産業の雇員1水準 ×
〃 〃 〃
? ? 国内向け生産 ×
? ?
〃
? ? 国内向け生産のトレンドからの々・い離　， X
1958～66 ? 〃’ オートバイ アメリカ ①当該産業の国内販売 X
〃
?
〃
?
〃 ②当該産業の失業率 ×
?
〃 〃 〃
? ③イギリスの失業率 ×
〃 〃
?
〃 〃 ④ミットランドの失業率 ?
〃
?
〃 〃 カナダ ③のみ○
鱗×
19581～66111? ノノ 自転車 アメリカ イギリスの失業率 ○
〃 〃 〃
?
〃 当該産業の国内販売 ○
〃
? ?
ノノ カナダ イギリスの失業率 ×
?
〃
?
〃 〃 当該産業の国内販売 ○
1961111～6611i〃 〃 ? アメリカ ①当該産業の国内販売額 ×
〃 〃 〃 〃
? ②当該産業の国内販売量 X
〃 〃
? ? ? ③当該産業の失業率 ×??
1 1 1 ? ④ミッドランドの失業率
Dイギリスの失業率
??
〃 〃 〃 〃 カナダ ①～⑤ ×
1958～66 A 〃 事務用機器 オーストラリア ①当該産業の国内販売額 ○
〃 〃 〃
?
〃 ②イギリス全体の失業率 ×
? ?
〃
? アメリカ ① ×
? ?
〃
?
〃 ② X
◎◎p
Duffy－Renton19561－6811Q イギリス 製造業 カナダ 製造業生産のトレンドからのかい離 ×
［1970］ 〃 ? ? 〃 アメリカ 〃 ×
〃 〃 〃 〃 ベルギー 〃 ×
〃 〃 〃 〃 ギリシャ 〃 ×
? ? ? ? アイルランド 〃 ×
〃 〃
? ? 日本 ? ×
?．
〃
? ? オランダ 〃 X
〃 〃 〃
? スペイン 〃 ×
? ? ? ? スウェーデン 〃 ?
〃
?
〃
? その他OECD諸 ? ○
国（アイスラン
ドを除⇔
Rento11－Duffy19581～67mQ イギリス
???．
一次産品生産国 製造業生産のトレンドからのかい離 ?
［1970］ ? ? OECD諸国 ? 〃 〃 O
Meyer　zu　Schlochter1955前1卜69後半S フランス 全財 世界 競争国のDPの加重平均 ○
一Yajima［1970］ ? 〃 西ドイツ 〃 〃 DP；工業生塵のトレンドに対する比 X
?
〃 イギリス 〃 〃 〃 ×
〃 〃 rl本 〃 ? 〃 ×
?
〃 アメリカ 〃 ? 〃 ×
〃 〃 非OECD諸国 〃 〃 〃 X
Adams－Junz1955前半～69SP フランス 全財 世界 貿易相手国のPD ○
［1971］ 後半2 PD＝工業生産のトレンドに対する比
? ? 西ドイツ 〃 〃 〃 ×
〃 〃 イギリス 〃 〃 ? ○
〃 〃 アメリカ ? 〃 〃 O
? ? カナダ 〃 ? ? ×
〃
? 11本 ? ? 〃 ×
〃 〃 その他OECD ? 〃 〃 ×
Siebrand［1972］1952～68 A オランダ 全財 ．ill：界 失業率の…階の差分 ×
〃 〃 〃 〃 〃 過剰生産能力の一階の差分 ×
〃 〃 〃 〃 〃 潜在需要一生産能力 ○
?????????》?????（?）
? 天野他［1973］ ユ96正～701V
@　〃
?? 全財
V
．アメリカ＋カナダ
dC十EFTA
日本のZ／競争国のZの加重平均，
y＝鉱工業生産指数のトレンドから
ﾌかい離
??
Samuelson［1973］1960－72
@〃
@〃
@〃
@〃
@〃
@〃
@〃
@〃
@〃
@〃
???????????
日本
???????????????????????????????????????????????????????????????
全財
??????????
．世．界
?????????
輸淵1国のBCの憎加率一競争園のBC
ﾌ増加率の加重．bF均，　BC＝GNP／潜ﾝGNP
?????????
Basevi［1973コ ??????????????????????????西ドイツ
Iランダ．
tィンランド
ｼドイソ
Cタリー
Jナダ
@〃
@〃
@〃
@ノノ
@〃
@〃
Iラン．ダ
全財
V〃〃　　（価恪）
V　　（〃）
ﾑ産物　（〃）
@〃　　（〃）
@〃　　（〃）
z物・金属（〃）
@　〃　（〃〉
@　〃　（〃）
ｻrl；を　（〃）
S財　　（〃）
’世界
???????????????????????????????????
稼動率
ｸ業率の一階の差分
ｸ業率
ﾒ動率
@〃
@〃
@ノノ
@〃
@〃
@〃
@〃
@〃
ｸ．業率の一一・階の差分
????????????
Batchelor－Bowe
@［1974］
??? ??イギリス
V
51財
S7財　　（価格）
．世界
V
産出量のトレンドからのかい離
@　　　　〃
8財
ｲけ0
S財
ｾけ○　　．
Winters［1974］19551～651VQ イギリス 全財 世界 Adams　6’α～［1969］と同じ X
??
Artus［1974〕 1958－72 S フランス 製造業　（価格） 世界 稼動率 ×
? ? 西ドイソ 〃　　（〃） ? 〃 ○
〃 〃 1．1本 〃　　（〃） ? 〃 ×
〃 〃 イギリス 〃　　（〃） ? ? ×
ノノ 〃 アメリカ 〃　　（〃〉 〃 〃
?
Aurikko［1975］1958－71 Q フィンランド 紙　　　（価格） ．世界 稼動率 ○
〃 〃 〃 その他財（〃） 〃 〃 ○
〃 〃 〃 金属　　（〃） 〃 〃 ×
Amano［1976］19611～73111Q カナダ 全財　　（価格） 世界 失業率 ○
? ? オラン．ダ 〃　　（〃） ? 〃 ○
Lawrence〔1978］1962前～77前S アメリカ 製造業 ．田二界 競争国のqの加重平均 ○
　　墜r●　　　　　臨P－P962〔II1～75則? 〃 〃 ? q；現実の産出／潜在産昌ll ○
Siebrand［1979］1952～73 A オランダ 全財 臥界 過剰能力の一階の差分 ○
Dunlevy［1980］1957－75 Q アメリカ 全財 世界 稼動率 ○
〃
??
イギリス ? ? 工業生産のトレンドに対する比 ×
Nluellbauer一、Vinter1957111～761VQ イギリス 製造．業 ．世界 国内需要の操作変数 ×
［1980］ ? ?? ? 〃 〃 失業率 ×
Zilberfarb［1980］1955－75 A イスラエル ダfヤ1掛の全財 世界 現実のGNP／潜在GNP ○
Winters［1981］1955－73 A ・fギリス 16財 世界 国内販売トレンドに対する比 2財
のみ○
〃 〃 〃 〃　　（価格） 〃 ? 3財
のみ○
〃 〃
? 〃　　（〃） 〃 海外のDDP 4財
のみ○
〃 〃 〃 全財 10地域 国内販売のトレンドに対する比 5地域
○
Geraci－Prewo1958－74 A アメリカ 全財 世界 現実の産出量／潜在ノ引出量 ×
［1982］ ? ? 日本 〃 ? 〃 ×
? ? フランス ? ? 〃 X
〃
? 西ドイツ ? ? ? ×
〃 〃 イギリス ? 〃 〃 ×
??????????????????
』跳 Haynes－Stone1955互一791VQ アメリカ 全財　　（需要） 世界 CY＝所’得のトレンドからのかい離 ○［1983aコ ? ? ? 〃　　（供給〉 ? 〃 ×
〃
?
ノノ 〃　　（需要） ? △CY ×
〃
? ? 〃　　（供給） 〃 ? ○
Haynes－Stonc．19471～791VQ アメリカ 全財 ．世界 CY ×
［1983b］ 〃 〃 イギリス ? ? ? ×
?
〃 アメリカ 〃　　（価格） ? ? X
? ? イギリス 〃　　（〃〉 〃 〃 X
Spenser［1984］1963前～79．後S 先進14力国 製造業 世界 輸β1国の稼動率／競争国の稼動率の ×
加斎：平均
Bond［1985］ 1967～81 A 製造業品輸出国 全財 工．業．国 GDP／潜在GDP ×
〃 〃 （途L国） ．〃 OPEC諸国 〃 ×
〃 〃 〃 非石油産出途．」．二 ? X
Aurikko［1985b］1962～81 Q フィンランド 全財 ．世界 GDP／潜在GDP ○
Frantzen［1986］1964～79
@〃
??ベルギー
@〃
繊維　　（fl肚i格）
S鋼　　（〃）
．世界
V
2浮。γ峠）・・ ??
〃 〃
? 非鉄金属（〃） ? κ二実質産出量 ×
?
〃 〃 皮革　　（〃） 〃 常＝κのトレンド値 ×
〃 〃 〃 化学　　（〃〉 ? ×
〃
?
〃 紙　　　（〃） ? ○
?
〃 〃 非金属鉱物（〃） 〃 ×
〃
?
ノノ 自動車　（〃） ? X
?
〃 〃 工作機械（〃） 〃
?
Arize．［19871 196iト82 A 象．牙海岸 全財 ！i堺 需要関数→．世界所｛1｝のトレンドから 需x
のかい離 供x
〃 〃 チュニジア 〃 〃 供給関数→．輸畠国の実質生産：量のト 需×
レンドからのかい離 供×
〃
? モロッコ ? ? 需×
供×
?
〃 ケニア 〃 〃 需○
供×
1　〃 〃 アッパーボルタ ? ? 需×
供○
〃 〃 ザンビア 〃 〃 需×
供×
〃 ・〃 モーリタニア 〃 〃 需x
供×
〃 〃 マラウイ 〃 〃 需×
供×
注　期種のQは四半期、Sは二半期、　Aは年率をあらわす。
　　有意性の○はDDP変数の係数がDDP仮説から期待される符㌻∫・を持ち、かっ統計的に有
　　意（原則として5％水準）であることを示し、×はそれ以外のケースを示す。
付表　DDP仮説の検証結果（輸入）
Q◎
研　究　者 計測期間 期種 対　象　国 対　象　財 貿易相手国 D　D　P　変　数 有意性
Godley－Shepherd19551～6411Q イギリス 全財 ．i！堺 稼動率＝K ×
［1965］ 〃 ? 〃 ? 〃 失業率＞1．5％の時のK ×
〃
? ? ? 〃 失業者数＝u ×
?
〃
?
〃
? 失業率＞1．5％の時のU ○
Arella［1967］1958～65 A アメリカ 15財 世界 稼動率 8財で○
19541～6611Q 〃 全製造業 ? 〃 ○
RelltO11［1967］19561～66mQ 19の工業国計 製造〕韓 iH堺 製造業生産のトレンドf直との比 ○
Robinsoll［1968］1952～62
P952～65
??カナダ
@〃
①主要6商品計
A①＋その他商品
世界
V
GNP一潜在GNP
@　　〃
??
〃 〃 〃 ③②＋サービス ? 〃 ○
Leeuw－Gralnlich19481～651VQ アメリカ 全財 世界 素材産業の稼動率 2
［1968］ i
?????????》?????（?）
?? Adamsαθ1［1969］1955～63
@〃
@〃
@〃
@〃
@ノノ
@〃
@〃
@〃
?????????フランス
ｼドイソ
Cタリー
Cギリス
Aメリカ
Jナダ
窒喧{
xルギー
Iランダ
全財
????????
世界
????????????
U＝超過未納注文／引き渡し｢u UX｢uO
普~
｢u×
普~
｢u×
普~
｢u×
普~｢UX
浮n｢UX
浮n
｢u×
普~｢UXtQ｢uO
Norton　θ’　召」　［1969］19621～68111Q オーストラリア 財＋サービス 世界 失業者数 ○
Renton－Duffy［1970］19581～67111Q OECD計 全財 一次産品生産国 工業生産のトレンドf直との比 ×
Barker［1970］1956～66
P957～66
??イギリス
@〃
80財
@〃
．ll堺
V
稼動率 2財で
sfone　6～θ～　［1970］1950～65
P959～65
??イギリス
@〃
27財
V
世界
V
稼動率 2財で
Meyer　zuSchlochter
|Yajima［1970］
1955前～69後
@　〃
@　〃
@　〃
@　〃
@　〃
??????　一tフンス
ｼドイソ
Cタリー
Cギリス
坙{
Jナダ
全財
?????
世界
?????
BC＝．工業生産のトレ．ンド値に対す
髞艨~100
aC＋＝BC　if　BC＞100
aC＋；100　if　BC≦100
BC→．O
aCxaCO
aC×
aC＋OaeO
Adanls－Junz［1971］　　　　　　　　　　．1955前～69後～
@　〃
SP
V
フランス
ｼドイツ
全財
V
．μ堺
V
PD＝BC
oD千＝BC＋
PDつoDX
?
??
〃 〃 イタリー ? 〃 PD．＝貿易相手国のPDの加重平均PDO
〃 〃 イギリス 〃 〃 PDNコアメリカへ輸出している国PD×
?
〃 アメリカ 〃 ? のPDの加重平均 DNO
〃
? カナダ ? 〃 PD＋○
〃 〃 日本 ? 〃 PD＋○
Gregory［1971］948～68 Q アメリカ 全財 世界 稼動率 ○
Rees－Layard［1971］1959～69 Q イギリス 基礎金属 世界 フルキャパシティーで生産．している ×
〃
? ? 半製品 ? 製造業者の比率 ×
? ?
〃 半製資本財 ? ○
〃
?
〃 完成資本財 〃 ○
〃 〃
? 消費財 〃 ○
〃 〃
? 燃料 〃 ×
〃 〃 〃 食品 〃 ×
Marston［1971］9551～67mQ イギリス 半製品 世界 所得のトレ．ンドからのかい離i O
〃 〃 〃 完成品 〃 〃 ○
〃
?
〃 基礎原料 〃 〃 ○
?
〃 〃 全財 〃 ? ○
Siebrand［1972］1952～68 A オランダ 全財 世界 失業率の一階の差分 X
?
〃 〃 〃 〃 過剰生産能力の一階の差分 ×
〃
? ?
〃 〃 潜在需要一生産能力 ○
Norton－Henderson195811卜691VQ オーストラリア 全財 世界 失業率 ○，
［1973］
Resnick」Truman1953～68 A ベルギー 非食品 西欧 （Q－Qつ／Q“Q；工業生産 ○
［1973］ 〃 〃 〃 ? その他諸国 Q宰＝Qのトレンド値 ○
?
〃 フランス 〃 世界 O
? ? 西ドイツ ? 〃 ○
〃
? イギリス ? ? ○
〃 〃 オーストリア 〃 その他諸国 ○
〃 〃 ノルウェー 〃 〃 ○
?
〃 デンマーク 〃 世界 ×
〃
? スウェーデン 〃 西欧 ○
〃 〃
?
〃 その他諸国 ×
???????????????（?）
??? Samuelson［1973］1960－72 S カナダ 全財 世界 GNP／潜在GNP ○
〃 〃 オーストラリア 〃 〃 ○
〃 〃 フランス 〃 〃 ○
? ? 西ドイツ 〃 〃 ○
〃 〃 アイルランド 〃 〃 ○
〃 〃 オーストリア 〃 〃 ○
〃 〃 フィンランド ? ? ○
? ? スイス 〃 〃 ○
〃 〃 スペイン 〃 〃 ○
? ? イタリー 〃 〃 ×
〃 〃 イギリス ? ? X
〃 〃 ベルギー；ノレクセンブ 〃 〃 X
ルグ
〃
? デンマーク 〃 〃 ×
〃 〃 スウェーデン 〃 ? 』×
Basevi［1973］〜 P 西ドイツ SITCO十1 世界 稼動率 ?
イギリス その他製造．業 ? ：．1．二業生産指数／そのトレンド値 ○
イタリー SITC2十4 〃 稼動率 ○
〃 SITC5～9 〃 〃 ○
カナダ SITC2十4 アメリカ 〃 ○
〃 〃 その他諸国 〃 ○
〃 仙動：1匝）バーツを除く） アメリカ ? ○
SITC5－9
〃 自動車・パーツ 〃 〃 ○
オランダ SITC3 世界 ? ×
? SITC5～9 〃 失業率の一階の差分 ○
フィンランド 最終消費財 〃 稼動率 ○
Batchelor－Bowe
〜 2 イギリス 45財 1i刊堺 産出量．／そのトレンド値 9財で
［1974］ ○
Vanthielen　［1974a］1963111～701VQ ベルギー 最終財 ．ill堺 ③集計稼動率 ×
〃 〃 〃 〃 〃 ⑤輸入競争産業の稼動率 ○
〃 〃 〃 設備財 〃
?
○
〃 〃 〃 〃 〃 ⑤ ×
?
??
〃 〃 〃 その他の財 ? ③も⑤も ×
Vanthielen［1974b163m～701VQ ベルギー 金属 世界 産出量／潜在産出量 ×
Khan－Ross［1975］1960～72 S 14の．「業国 全財 所得と潜在所得のかい離 アメリ
J以外
Humphrey［1976］1955～72
@〃
@〃
@〃
@〃
@〃
@〃
@〃
@〃
@η
P957～72
?????????????イギリス
@〃
@〃
@〃
@〃
ｼドイツ
@〃
@〃
@〃
@〃
tランス
@〃
@〃
一（L食品・飲料・タバコ
A基礎原料
B燃料
C半製品
D完成品????????
世界
???????????
産出量／潜在産飢量 ???????????
Bartenθ’α」
@［1976］
1954～72
@〃
@〃
@〃
@〃
@〃
@∫プ
@〃
????????西ドイツ
tランス
Cタリー
Iランダ
xルギー
Cギリス
Aイルランド
fンマーク
全財
???????
i廿堺
???????
③△ln（1一稼動率，）
D△1n（1一稼動率，一、）
③○
B○
D×
浴宦
○⑤
~④
寐B
寐D
~＠
寐D
~④
?????????????????
?? Yadav［197719561－731V
@　〃
@　〃
@　〃
@　〃
@　〃
@　〃
???????カナダ
@〃
@〃
@〃
@〃
@〃
@〃
①全財
A自動車＋パーソ
B燃料、潤滑油
@一②一③
ｶ産財
H業原料
嚼ﾝ材料
ill：界
????????
GNP／潜在GNP
@　　〃
@　　〃
@　　〃
@　　〃
@　　〃
@　　〃
????
Ilughes－Thirlwall
@［1977］
1968～74
@〃
??．イギリス
@〃
全財
W4財
世界
V
欠員／失業率
@　〃
????
Lawrence［1978］1963後～77前
P963前～75前
??アメリカ
@〃
4こ財
V
西堺
V
GNP／潜在GNP
@　　〃
??
Ilughes－Thirlwall
@［1979］
1963～7〔｝ A イギリス 113財 団二界 GNP／潜在GNP 4財で
Whitley－Wilson
@「1979］
1954～75
@〃
@〃
@〃
????イギリス
@〃
@〃
@〃
26財
@’ρ
@〃
@〃
世界
???
産出量／そのトレンド値
Y出債／最近のピーク産出量
ﾙ用／最近のピーク雇用
㊧?^雇用
19財で????????????????????
Barker［1979］1955－72
@〃
@〃
???イギリス
???
32財
@〃
@μ
lll＝界
?「
総需要／そのトレンド値　　制約なし
@　　　　タイム・トレンドを除く
@　　　　　　　　支出項を除く
　　、T財て??????、?????
Akhtar［1979］19681～78111
P9691～781V
?イギリス
ｼドイツ
製造業
@〃
Ii堺
V
稼動率
@〃
??
Whitley［1979］19631～7611Q イギリス 製造〕監 ［1堺 フルキャパシティー以ドで生産して
｢る企業の割合
×
??
Siebrand［1979］1952～73 A オランダ 全財 』世＝界 過剰能力の一階の差分 ○
Geraci－Prewo1958～74 A 西ドイツ 全財 世界 実質所得の変化率 ○
［1982ユ 〃 〃 アメリカ ? ? X
〃 〃 日本 〃 ? ×
〃 〃 フランス 〃 〃 ×
〃 〃 イギリス 〃 〃 ×
Haynes－Stoneユ9551－791VQ アメリカ 全貝オ　　（需要） 世界 アメリカの所得のトレンドからのかい離 ○
［1983a］ 〃 〃 〃 〃　　（〃） 〃 その変化 ×
〃 〃 〃 〃　　（供給） ? その他諸国所得のトレンドからのかい離 ×
? ? ? 〃　　（〃） ? その変化 ×
Haynes－StoIle19471～791VQ アメリカ 全財 ．世界 所得のトレンドからのかい離 ?
［1983bユ 〃 ? ノ．「 〃　　（価格〉 ? ×
〃 〃 イギリス 〃 〃 ×
〃 〃
? 〃　　（価格） ? ×
Kohler－McMahon19641－77mQ オーストラリア 全財 世界 稼動率 ○
［1983］
Spencer［1984］1964前～79後s 先進14．力国 製造．業 世界 （産幽十最終需要）／潜在産’i、量 カナダ
ユ外○
Aurikko［1985a］19631～831VQ フィンランド 全財 世界 GDP／潜在GDP ○
〃 〃
? 原材料 ? ○
〃 〃
? 消費財 ? ○
Jackson［1985］1948～68 Q アメリカ 全財 世界 稼動率 ○
Cuthbertso11　［1985］19671～1984Q イギリス 製造業 世界 フルキャパシティー以下で稼動して O
IV いる企業の割合
Arize－Afifi［1987］1960～82 A 30力国 全財 世界 実質所得のトレンドに対する比 15力国
閣○
Arize［1987］ 1960～82 A 象牙海岸 全財 ．世界 D SO
（需要）→輸入国の実質所得のトレン Dり
〃 〃 モロッコ 〃 ? ドからのかい離 ∬り
〃
? ケニア 〃 ? S SO
（供給）→．世界の実質所得のトレンド DO
〃
? アッパーボルタ ? ? からのかい離 S×
?????????〉?????（?）
?? D×
〃
? ザンビア 〃 〃 S×
D×
〃 〃 モーリタニア 〃 ? SODO
Dunlevy－Deyak1957～82 Q カナダ 全財 ．胆堺 In（Y／Y＊）　Y＝GNP ○
［1989］ 〃 ? 〃 〃 〃 △1n（Y／Yり　Y亭＝潜在GNP ×
注　期種のQは四半期，Sは二半期，　Aは年率をあらわす。
　　有意性の○はDDP変数の係数がDDP仮説から期待される符．号を持ち，かつ統計的に有
　　意（原則として5％水準）であることを示し，×はそれ以外のケースを示す。
